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１．基本的な考え方 

（１）まち・ひと・しごと創生 

我が国の人口は、2008年（平成20 年）以降減少傾向をたどり、今後加速度的に減少傾向が進む

と予想されています。人口減少による消費・経済力の低下は、日本の経済社会に対して大きな重荷と

なることから、国民一人ひとりが夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができ

る地域社会を形成すること、地域社会を担う個性豊かで多様な人材について確保を図ること、及び地

域における魅力ある多様な就業の機会を創出することの一体的な推進を図ること等を目指し、2014

年（平成 26 年）11 月28日に「まち・ひと・しごと創生法」が施行されました。 

 

 

 

国は、2014 年（平成26 年）12月27 日に、人口の現状と将来の姿を示し、今後目指すべき将

来の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下「国の長期ビジョン」）及び今後

5 か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以

下「国の総合戦略」）をそれぞれ閣議決定し、まち・ひと・しごと創生に総合的に取り組むこととして

います。 

 

（２）人口ビジョンの策定 

まち・ひと・しごと創生については、国と地方が一体となり、中長期的視点に立って取り組む必要

があることから、市町村においては、国の長期ビジョン及び国の総合戦略を勘案しつつ、当該市町村

における人口の現状と将来の展望を提示する「地方人口ビジョン」を策定し、これを踏まえて、今後

5 か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「地方版総合戦略」を策定することとさ

れています。 

羅臼町においても、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の主旨を尊重し、人口などの現

状分析を行い、まち・ひと・しごと創生の実現に向けて効果的な施策を企画立案する上で重要な基礎

となることを認識し「羅臼町人口ビジョン」の策定を行います。 
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２．羅臼町の人口分析等 

（１）総人口の推移 

羅臼町の総人口は、1965 年（昭和40 年）の8,931人から 1975年（昭和 50年）の8,249

人まで減少傾向にあり、1980年（昭和55 年）には若干の増加に転じたものの、その後再び減

少傾向で推移し、2019 年（令和1 年）には4,990人となっています。 

 

図１ 羅臼町総人口の推移 

 

1965（S45）～2015（H27）は国勢調査  2019（R1）は住民基本台帳      
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（２）年齢３区分人口の推移 

年齢３区分別人口では、15～64歳までの生産年齢人口は、1980 年（昭和55 年）の5,872人

から 2019 年（令和 1年）の2,945人まで一貫して減少傾向で推移しています。 

また、14 歳までの年少人口も、1980年（昭和 55年）の1,902人から2019年（令和1年）

の 539 人と大幅な減少傾向にあります。 

一方、65 歳以上の高齢者は、1980年（昭和55 年）年の 525 人から 2019 年（令和1年）の

1,506 人と、大幅な増加傾向にあり、2005 年（平成 17 年）は、年少人口を上回って推移してい

ることが確認出来ます。 

 

図２ 羅臼町年齢３区分人口の推移 

 

1980（S55）～2015（H27）は国勢調査  2019（R1）は住民基本台帳        
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（３）出生・死亡・転出・転入の推移 

1998 年（平成 10 年）以降の出生・死亡・転出・転入の推移について見てみると、「自然増減」

については、2005 年（平成17年）までは、出生数が死亡数を上回る自然増の状況が続いていまし

たが、2006 年（平成18年）以降は出生数の減少や死亡数の増加に伴い、自然減の状況になってい

ます。（2011 年（平成23年）は出生と死亡が同数） 

「社会増減」については、転入・転出ともに年による変動はあるものの、ほぼ一貫して転出が転入

を上回る社会減の状況になっています。 

 

図３ 出生・死亡・転出・転入の推移 

 

資料：住民基本台帳      
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（４）総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

2005 年（平成 17 年）までは「自然増減」において出生数が死亡数を上回り、自然増で推移して

きたものの、「社会増減」が一貫して社会減で推移し、その影響が自然増減を上回っていることから、

総人口は減少傾向で推移してきました。 

 

図４ 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

資料：住民基本台帳          

 

※ 本グラフは、縦軸が自然増減数を表し、縦軸の 0 より上にプロット（描画）されている部分は自然増減数がプラスで

推移していることがわかり、2005 年（平成 17 年）まではプラスで推移しています。一方、横軸は社会増減数を表し、

横軸の 0 より右にプロット（描画）されている部分は社会増減数がプラスで推移している部分を表していますが、平

成 10 年以降プラスで推移している部分はありません。 

自然増減数と社会増減数を併せて、人口がマイナスで推移している年がグラフのグレー部分にプロット（描画）され、

プラスで推移している年は白い部分にプロット（描画）されることになりますが、羅臼町は 1998 年（平成 10 年）以降

すべてマイナスで推移していることから、すべての年がグレーの部分に含まれています。 
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（５）年齢階級別の人口移動の状況 

羅臼町では、長期的に「社会減」の傾向が続いています。 

近年の人口移動の状況では、転出超過数に占める１５～24 歳の割合が比較的高く、これは、中学

校、高校卒業後に、進学や就職などによる他の都市への流出が背景にあると考えられます。また、

2010 年（平成 22 年）・2011 年（平成 23 年）に25～29 歳の転入超過が見受けられますが、依

然として社会減の状況に変わりがないことが確認出来ます。 

 

図５ 年齢階級別の人口移動の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳    
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（６）地域別の人口移動の状況 

羅臼町における周辺市町での人口移動状況は、2018年（平成３０年）・2019 年（令和1年）に

おいて、根室市からの転入超過がありました。 

転出超過においては、2018 年（平成３０年）の中標津町への転出超過が大きくなっています。 

 

図６-１ 周辺市町での人口移動の状況 

 

資料： 住民基本台帳     
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北海道内主要都市での人口移動状況は、2018 年（平成３０年）の函館市・根室市、2019年（令

和 1 年）の函館市・旭川市・根室市から、若干の転入超過がありました。 

転出超過においては、2018 年（平成３０年）の札幌市、2019 年（令和 1 年）の札幌市・釧路

市への転出超過が大きくなっています。 

 

図６-２ 北海道内主要都市での人口移動の状況 

 

資料： 住民基本台帳     
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都道府県での人口移動状況は、2018 年（平成３０年）の富山県・京都府、2019年（令和1年）

の神奈川県から若干の転入超過が見られます。 

転出超過においては、2018 年（平成３０年）・2019 年（令和1 年）とも東京への転出超過が若

干見られました。 

周辺町村、北海道内での転出超過と比較すると、他の都道府県への転出超過は少なくなっています。 

 

図６-３ 都道府県での人口移動の状況 

 

資料： 住民基本台帳      
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（７）性別・年齢階級別の人口移動の最近の状況 

羅臼町の男性および女性は、10～14 歳→15～19 歳になるときに大幅な転出超過となっていま

す。これは、中学校、高校卒業後の進学または就職に伴う転出の影響が考えられます。      

また、男性については、20～24歳→25～29 歳になるときに転入超過となっており、学校卒業後

の就職に伴うＵターンによる転入等の影響と考えられます。 

 

図７ 2010年（平成 22年）→2015年（平成 27年）の年齢階級別人口移動の状況 

 

資料：地域経済分析システム 
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（８）性別・年齢階級別の人口移動の状況の長期的動向 

羅臼町の男性においては、10～14 歳→15～19 歳になるときに見られる大幅な転出超過は、以

前と比較すると少なくなってきており、これは主に少子化による影響などが考えられます。 

また、25～29 歳→30～34 歳、30～34 歳→35～39 歳、35～39 歳→40～44歳のいわゆる

子育て世代の転出数は、S55→S60、S60→H2 と比較して、近年は減少しています。これは、いわ

ゆるバブル期などには、他の都市に転出して就業していたものが、バブル崩壊後の景気の低迷が影響

し、町内での就業に切り替わっていることなどが考えられます。 

 

図８-１ 年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（男性） 

 

資料：地域経済分析システム 
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羅臼町の女性においても、10～14 歳→15～19 歳になるときに見られる大幅な転出超過は、以

前と比較すると少なくなってきており、これは主に少子化による影響などが考えられます。 

また、H17→H22 のみ 15～19 歳→20～24 歳で大幅な転出超過が見られます。 

 

図８-２ 年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（女性） 

 

資料：地域経済分析システム 
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（９）中学生・高校生の進路状況 

羅臼町の中学生の中学校卒業後の進路状況をまとめました。 

町外に進学する中学生の数は、年度ごとのばらつきはあるものの各年 20 名前後となっています。 

また、進路状況における町外進学者の割合は、2013 年度（平成25 年度）及び 2016年度（平

成 28 年度）で 40%を上回っていますが、直近の令和元年度では 21.6％と 2007 年度（平成19

年度）以降、一番低い数値となっております。 

 

図９-１ 中学校卒業後の進路状況（年度別） 

 
資料：羅臼町教育委員会学務課 
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羅臼町の高校生の高校卒業後の進路状況をまとめました。 

町内に就職する高校生の割合は、2014 年度（平成 26 年度）をピークに減少傾向となっており、

これは、町外への進学や就職を希望する生徒が増えていること、また、町内企業の求人が少ないこと

が可能性としてあげられます。 

 

図９-２ 高校卒業後の進路状況 

 

資料：羅臼高等学校 
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（10）出生数の推移 

羅臼町の出生数は、1985 年（昭和 60年）の119 人から年毎に増減はあるものの減少傾向で推

移し、2018 年（平成 30 年）には 25人と減少しています。特に直近の 2010 年（平成 22年）

以降は、25～38 人と大幅な減少が見られます。 

 

図 10 出生数の推移 

 

1980（S55）～2016（H28）は北海道保健統計年報  2017（H29）以降は住民基本台帳        
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（11）合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率とは、「15～49 歳までの女性」の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が

一生の間に生む子どもの数に相当するとされ、女性人口の年齢構成の違いを除いた指標として、年次

比較、地域比較に用いられています。 

羅臼町の合計特殊出生率は、S63～H4の 2.04 からH15～H19 の1.64 までは減少傾向で推移

し、H20～H24 で一度増加したものの、H25～H29には1.46 まで減少しました。 

また、全国や北海道と比較すると近い水準で推移しています。 

 

図 11 合計特殊出生率の推移 

 
資料：S58～H24は人口動態統計 H25～29は独自推計    
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３．羅臼町の就労等に関する分析等 

（１）羅臼町の産業人口 

2015 年（平成 27 年）の国勢調査より羅臼町の産業別就業者数割合を全国及び北海道と比較

を行いました。 

羅臼町の産業人口の特徴としては、「漁業」の就業者が圧倒的に多く、全体の 38.2%を占めま

す。因みに全国の「漁業」の占める割合は0.3%、北海道が1.3%です。 

また、今後の羅臼町の重要産業と考えられる観光業に関連する「宿泊業，飲食サービス業」に

関しては、5.5%となっており全国と同値となっています。 

その他の産業では、「製造業」において北海道よりも就業割合が多く、「卸売業，小売業」「医療，

福祉」の就業割合が少なくなっています。 

 

図 12 産業別就業者数割合（2015年（平成 27年）） 

 

資料：国勢調査        
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（２）男女別産業人口 

２０15 年（平成 27 年）の国勢調査より羅臼町の男女別産業別就業者数を把握し、併せて産

業別特化係数（羅臼町の産業別就業者比率／全国の産業者別就業者比率）を計算しました。 

産業別就業者数では、男女ともに「漁業」の就業者が圧倒的に多く、その他では、男性で「建

設業」「製造業」「卸売業，小売業」「公務」、女性では「製造業」「卸売業，小売業」「宿泊業，飲

食サービス業」「医療，福祉」が多くなっています。 

産業別特化係数では、「漁業」が男性で 116.1、女性で 262.7 と非常に高く、その他、男性

では「複合サービス事業」が高くなっています。 

 

図 13 男女別産業別就業者数（2015年（平成 27年）） 

 

資料：国勢調査        

 

262.7 
116.1 

資料：国勢調査 
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（３）年齢階級別産業人口 

2015 年（平成 27 年）の国勢調査より、産業別（男女別）年齢階級別就業者数を把握しまし

た。 

羅臼町の産業別就業者として、圧倒的に就業者が多い「漁業」に関しては、男性では、50 歳

以上の就業者が 54.3%と半数を超えており、女性では、50 歳以上の就業者が68.2％と3分の

2 を超えています。 

その他、39 歳以下の就労者割合が多い産業としては、男性では「製造業」、「公務」、女性では

「医療，福祉」、「公務」となっています。 

 

図 14 産業別（男女別）年齢階級別就業者数（2015年（平成 27年））

 

資料：国勢調査      
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（４）漁業生産状況 

羅臼町の基幹産業である漁業の生産状況を把握するため、水揚高を整理しました。 

1987 年（昭和 62 年）から1990年（平成 2年）までは増加傾向にあり、1990 年（平成

2 年）の 254 億円をピークとして、1994 年（平成6 年）の134億円まで急激に減少してい

ます。その後、年度によるばらつきを見せながら、2017 年（平成 29 年）から 2018年（平

成 30 年）では、100 億円を下回りました 

年度毎の水揚高では、1990 年（平成 2 年）の 254 億円が最も多く、次いで1989年（平

成 1 年）の 238 億円、1991 年（平成 3年）の241 億円と続きます。最も少ないのは2017

年（平成 29 年）の 78 億円で、次いで2018 年（平成30 年）では80 億円となっています。 

 

図 15-1 漁業水揚高 

 

 

資料：産業創生課      

 

  



 

 21 

また、漁業の水揚高と人口の相関関係に注目し、水揚高と人口の増減を整理してみました。 

まず、人口に関しては、一貫して減少傾向にあります。 

水揚高が増加傾向であった 1987 年（昭和62 年）から 1990 年（平成2 年）においても人

口は若干の減少傾向にありました。1994年（平成 6年）以降、水揚高が大きく減少し、それに

伴い 1996 年（平成8 年）以降、人口の減少割合がそれまでと比較して若干多くなっています。

また、水揚高が初めて100億を下回った2003年（平成 15 年）以降、人口の減少割合が高く

なっていることから、水揚高と人口の減少には若干の相関関係が見られます。 

しかし、2004 年（平成 16年）以降は水揚高が持ち直したものの、2005年（平成17年）

を境に自然増から自然減へ転じたことなどから、人口の減少傾向には歯止めはかかっていません。 

 

図 15-2 水揚高と人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：産業創生課 住民基本台帳    
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（５）観光客入込数及び町内宿泊施設利用状況 

羅臼町の重要産業である観光業の状況を把握するため、観光客入込数及び宿泊施設の利用状況

を整理しました。 

2001 年度（平成 13 年度）以降の観光客入込数は、2006年度（平成 18年度）まで増加傾

向にありましたが、その後減少傾向で推移しており、2011 年度（平成23 年度）以降ほぼ横ば

いで推移しています。 

また、宿泊施設の利用状況は、天候や災害などの影響により年度ごとのばらつきがあり、最も

多いのは 2017 年度（平成29年度）の53,462人でしたが、2018 年度（平成30年度）で

は約２万人減少しています。これは、2018 年（平成30 年）9月に発生した北海道胆振東部地

震の影響と推測されます。 

宿泊施設の種類別では、市街宿泊施設は、増加傾向にあり、温泉施設は減少傾向となっていま

す。 

図 16-1 観光客入込数および宿泊者数 

 

資料：産業創生課  
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2017 年度（平成 29年度）の宿泊施設利用状況を月ごとに見ると、6～9 月、2 月が多くな

り、11 月～１月、3 月～4 月が少なくなっています。 

宿泊施設の種類別では、温泉宿泊施設では、7～９月が多く、11～４月が少なくなっています。

また、民宿では、７～８月、2月が多く、１１～１月、４月が少なくなっています。 

全体及び宿泊施設ごとの状況を見ても、繁忙期と閑散期が明確に表れており、通年での安定し

た宿泊施設利用が難しい状況です。 

また、世界遺産登録（2005 年（平成17 年）7月）前後における宿泊施設利用状況の変化に

ついて、2004 年度（平成 16 年度）と2017 年度（平成29 年度）を比較したところ、共に

繁忙期と閑散期の利用状況は倍以上の差がありますが、世界遺産登録後の方がその差は小さくな

っています。 

 

図 16-2 世界自然遺産登録後の宿泊施設利用状況（2017年度（平成 29年度）月別） 

 

 

図 16-3 世界自然遺産登録前の宿泊施設利用状況（2004（平成 16）年度 月別） 

 

資料：産業創生課      
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４．羅臼町まちづくりアンケートに関する分析等 

 

羅臼町第７期総合計画策定に伴う住民アンケートから、将来人口推計などに関連すると思われ

る内容を整理し取りまとめました。 

 

（１）調査対象者 

○18 歳以上調査  19 歳以上の町民を対象に調査（18歳は高校生として中高生調査と重複す

る可能性があるため除外） 

○中高生調査    町内中学生及び高校生 

 

（２）調査方法 

○18 歳以上調査  郵送による配布、回収調査 

○中高生調査    各学校を経由して配布回収 

 

（３）調査時期 

○18 歳以上調査  2015 年（平成 27 年）1 月15 日発送   

○18 歳以上調査    2015 年（平成 27 年）1 月31 日締め切り 

○中高生調査 18  2014 年（平成 26 年）12 月実施 

 

（４）回収結果 

 調査対象者数 回収数 回収率 

18 歳以上調査 1,000 446 44.6% 

中高生調査 268 268 100.0% 
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（５）調査結果 

① 今後の居住意向 

羅臼町に今後も住み続けたいかという今後の居住意向については、60 歳以上では、「できれば

住み続けたい」「ずっと住み続けたい」を併せた「住み続けたい」とした回答が73.3%と非常に

高い事に対し、18～29 歳は 45.2%、30～59歳は40.5%、中高生は44.4%と、若い世代で

は今後の居住意向が低いとした結果となりました。 

 

図 17 今後の居住意向 
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② 住みたくない理由（○は２つまで） 

前述の今後の居住意向において、「できれば住みたくない」「住みたくない」と回答した方に対

して、住みたくない理由を聞いたところ、60 歳以上、30～59歳で、「医療や福祉面が不安」が

多く、30～59 歳では「老後の生活が不安」という回答も多くなっています。 

また、中高生、18～29 歳の若い世代では、「自分に合う職業がない（将来勤めたい職場がな

い）」とした雇用に関する回答が多くなっています。 

 

図 18 住みたくない理由 

 

（  ）の選択肢は中高生調査の選択肢   
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③ 希望する羅臼町の将来像（○は２つまで） 

将来の羅臼町がどのような町になることを望むかという希望する羅臼町の将来像については、

18 歳以上で、「医療、保健、福祉が充実したまち」が51.1%と最も多く、次いで「活気ある産

業のまち」46.2%、「多くの人が訪れる観光のまち」21.3%の順となっています。 

中高生では、「美しい自然や景観に抱かれたまち」が43.3%と最も多く、次いで「多くの人が

訪れる観光のまち」26.9%、「活気ある産業のまち」22.8%の順となっています。 

 

図 19 希望する羅臼町の将来像 
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④ 地域産業の振興について力をそそぐべき分野（○は２つまで） 

地域産業の振興について力をそそぐべき分野については、18 歳以上で、「漁業の振興」が

69.3%と最も多く、次いで「地域資源を活かした加工業の振興」42.4%、「観光産業の振興」

42.2%の順となっています。 

中高生では、「漁業の振興」が72.4%と最も多く、次いで「観光産業の振興」46.6%、「商業

の振興」27.2%の順となっています。 

18 歳以上、中高生ともに、羅臼町の中心産業である「漁業の振興」とした回答が最も高いと

いう結果となりました。 

 

図 20 地域産業の振興について力をそそぐべき分野 
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⑤ 漁業振興のために重要なこと（○は２つまで） 

18 歳以上に対して、羅臼町の漁業振興のためにどのようなことが重要と思うかとした設問で

は、「漁業資源の増養殖や資源管理の強化」が58.7%と最も多く、次いで「観光と連携した漁業

の振興」33.6%、「水産物の流通・販路の拡大」29.4%の順となっています。 

 

図 21 漁業振興のために重要なこと 
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⑥ 観光発展のために重要なこと（○は２つまで） 

18 歳以上に対して、羅臼町の観光発展のためにどのようなことが重要と思うかとした設問で

は、「魅力ある料理や土産品などの開発」が 33.0%と最も多く、次いで「魅力ある観光施設の整

備」32.1%、「優れた自然の保全・整備」23.1%の順となっています。 

 

図 22 観光発展のために重要なこと 
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⑦ 少子化対策、地域の子育て支援策として重要なこと（○は２つまで） 

18 歳以上に対して、羅臼町の少子化対策、地域の子育て支援としてどのようなことが重要と

思うかとした設問では、「急な病気にも対応できる医療サービスの充実」が 40.6%と最も多く、

次いで「子どもがのびのび遊べる施設整備」31.8%、「保育料などの経済的負担の軽減」30.5%

の順となっています。 

 

図 23 少子化対策、地域の子育て支援策として重要なこと 
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⑧ 人口減少対策として重要なこと（○は２つまで） 

18 歳以上に対して、羅臼町の人口減少対策としてどのようなことが重要と思うかとした設問

では、「産業（漁業、観光、酪農など）基盤の強化による雇用の場の確保」が 66.8%と最も多く、

次いで「結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援」36.8%、「移住の促進」23.3%の順と

なっています。 

 

図 24 人口減少対策として重要なこと 
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５．将来人口推計の分析 

（１）総人口及び年齢３区分別人口の将来推計 

社人研※の推計準拠による日本の総人口は、2015年（平成 27 年）の1 億2,709 万人から、

2040 年（令和 22 年）には 1億 1,092 万人、2053（令和35）年には 1億人を割って9,924

万人となり、2065 年（令和 47年）には8,808 万人になると推計されています。 

一方、羅臼町の推計人口は、2015 年（平成 27 年）の 5,415 人から 2065 年（令和 47

年）には 2015 年（平成27 年）の20.8％となる1,126 人まで減少すると見込まれ、国より

も大幅なペースで人口が減少すると見込まれます。 

 

図 25 人口推計（社人研推計準拠）のグラフ化 

 
 

※ 社人研とは、国立社会保障・人口問題研究所の略で、厚生労働省の施設等機関であり、人口研究・社会保障研

究はもとより、人口・経済・社会保障の相互関連についての調査研究を通じて、福祉国家に関する研究と行政を

橋渡しし、国民の福祉の向上に寄与することを目的としている。 
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② 人口減少段階の分析 

人口減少段階は、一般的に次の３つの段階を経て進行するとされています。 

第１段階 ： 老年人口増加＋生産年齢・年少人口減少 

第２段階 ： 老年人口維持・微減（減少率0％以上 10％未満）＋生産年齢・年少人口減少 

第３段階 ： 老年人口減少＋生産年齢・年少人口減少⇒本格的な人口減少時代 

羅臼町は、201５年（平成 27年）と比較すると 2045年（令和27年）から老年人口が10％

以上減少、生産年齢・年少人口が減少している第３段階にあります。 

図 26 羅臼町人口の減少段階（社人研推計） 

 

  
2015 年 

（平成 27） 

2045 年 

（令和 27） 

2015（平成 27）年を100

とした場合の 2045（令和

27）年の指数 

人口減少段階 

老年人口 1,433 1,212 0.85 

3 生産年齢人口 3,334 1,051 0.32 

年少人口 648 172 0.27 

 

   参考：「人口減少段階」別・人口規模別の道内市町村数の状況 
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（２）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

① 総人口の分析 

社人研推計準拠をベースにシミュレーションを行った場合、2065 年（令和47 年）の人口は、

合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準）の 2.1まで上昇（シミュレ

ーション１）すれば 1,248人、さらに人口移動が均衡（シミュレーション２）すれば 3,889人

となると推計されます。 

社人研推計準拠と比較すると、（シミュレーション１）で 122 人、（シミュレーション２）で

2,763 人多くなると推計されます。 

 

図 27 羅臼町の将来人口推計 

 

 

 

  

現状

2015年
（H27）

2045年
（R27）

2065年
（R47）

・社人研推計準拠
　（主に2010年（平成22年）から2015年　（平成27年）の人口の動向を勘案
　した将来人口推計）

5,415 2,436 1,126 100

・社人研推計準拠をベースに、合計特殊出生率が人口置換
　水準（人口を長期的に一定に保てる水準の2.10）まで上昇
　した場合　【シミュレーション1】
　●合計特殊出生率を2030年（令和12年）に2.10に上昇させ、
　　　2030年（令和12年）以降2.10を維持した場合

5,415 2,559 1,248 111

・社人研推計準拠をベースに、合計特殊出生率が人口置換水準まで上昇し、
　かつ人口移動が均衡した場合（転入・転出数が同数となり、移動がゼロと
　なった場合）　【シミュレーション2】
　●合計特殊出生率を2030年（令和12年）に2.10に上昇させ、2030年
　　（令和12年）以降2.10を維持した場合
　●2015年（平成27年）以降、転出数と転入数を同数（移動0）にした場合

5,415 4,528 3,889 345

パターン1を100と
した場合の指数
2065年（R47）

推計結果

推計パターン等の概要
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② 自然増減、社会増減の影響度の分析 

国から提供された下記の手法により羅臼町の自然増減、社会増減の影響度を分析しました。 

 

自然増減、社会増減の影響度の分析方法 

分類 計算方法 整理内容 

自然増減の 

影響度 

シミュレーション１の 2045年（令和 27年）

の総人口／社人研推計準拠の 2045 年

（令和 27 年）の総人口の数値に応じて 5

段階に整理。 

「１」＝100％未満 

「３」＝105～110％ 

「２」＝100～105％ 

「４」＝110～115％ 

「５」＝115％以上の増加 

社会増減の 

影響度 

シミュレーション２の 2045年（令和 27年）

の総人口／シミュレーション１の 2045 年

（令和 27 年）の総人口の数値に応じて 5

段階に整理。 

「1」＝100％未満 

「３」＝110～120％ 

「２」＝100～110％ 

「４」＝120～130％ 

「５」＝130％以上の増加 

 

 

羅臼町は、自然増減の影響度が「３」、社会増減の影響度が「５」となっており、自然増減の影

響度よりも社会増減の影響度が高いと分析されており、人口の社会増をもたらす施策に取り組む

ことが、人口減少度合いを抑えること、さらには歯止めをかける上で効果的であると考えられま

す。 

 

羅臼町の自然増減、社会増減の影響度 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の影響度 

シミュレーション１の 2045 年（令和 27 年）の総人口＝2,559 人 

社人研推計準拠の 2045 年（令和 27 年）の総人口＝2,436 人 

⇒ 2,559 人／2,436 人＝105.05％ 

３ 

社会増減の影響度 

シミュレーション２の 2045 年（令和 27 年）の総人口＝4,528 人 

シミュレーション１の 2045 年（令和 27 年）の総人口＝2,559 人 

⇒ 4,528 人／2,559 人＝176.94％ 

５ 

 

参考：2065 年（令和 42 年）の影響度 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の影響度 

シミュレーション１の 2065 年（令和 47 年）の総人口＝1,248 人 

社人研推計準拠の 2065 年（令和 47 年）の総人口＝1,126 人 

⇒ 1,248 人／1,126 人＝110.83％ 

４ 

社会増減の影響度 

シミュレーション２の 2065 年（令和 47 年）の総人口＝3,889 人 

シミュレーション１の 2065 年（令和 47 年）の総人口＝1,248 人 

⇒ 3,889 人／1,248 人＝311.62％ 

５ 
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③ 人口構造の分析 

シミュレーションごとに、2015 年（平成27 年）と2045 年（令和 27 年）の人口増減率

を算出しました。 

年齢３区分ごとにみると、社人研推計準拠と比較して、「0-14歳人口」の減少率は、シミュレ

ーション 1 よりシミュレーション2 の方が小さくなります。特に「0-4 歳人口」の減少率にお

いては、シミュレーション２において、もともと減少傾向で推計されている「0-４歳の人口減少

率」に加え、出産対象と考えられる「20-39 歳女性の人口減少率」も均衡すると仮定されてい

ることから、その差が顕著に表れます。 

「15-64 歳人口」と「65 歳以上人口」及び「20-39 歳女性人口」の減少率も、「0-14歳

人口」同様、社人研推計準拠と比較して、シミュレーション 1 よりシミュレーション 2 の方が

小さくなります。 

 

統計結果ごとの人口増減率 

 

 

参考：2065 年（令和 47 年）の増減率 
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④ 老年人口の変化（長期推計） 

社人研推計準拠とシミュレーション１、２について、2045 年（令和 27 年）時点の仮定を

2065 年（令和 47 年）まで延長して推計し、5 年毎に人口構造の変化を整理しました。 

社人研推計準拠の人口構造の変化をみると、65歳以上人口比率は2060年（令和42年）ま

で上昇を続けます。 

一方、2030 年（令和 12年）まで出生率が上昇すると仮定したシミュレーション１において

は、人口構造の高齢化抑制効果が 2055 年（令和37 年）頃に現れ始め、52.5%程度でピーク

を迎え、その後は低下すると推計されます。 

2030 年（令和 12 年）まで出生率が上昇し、かつ人口移動が均衡すると仮定したシミュレー

ション２においては、人口構造の高齢化抑制効果が 2040 年（令和22年）頃に現れ始め、38.0%

程度をピークにその後低下すると推計されます。また、シミュレーション１と比較すると、65

歳以上人口比率は全期間で平均して低いとともに、2040 年（令和 22 年）以降の低下の割合も

大きくなっています。 

2015年（平成 27年）から 2065年（令和 37年）までの総人口・年齢 3区分別人口比率 

（社人研推計準拠及びシミュレーション１、２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 老年人口比率の長期推計（パターン１及びシミュレーション１、２） 
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６．人口の将来展望 

（１）人口の現状分析等のまとめ 

羅臼町の人口は、1970 年（昭和 45年）以降、年々減少傾向で推移しています。年齢区分別

の人口では、0～14 歳の年少人口、15～64 歳までの生産年齢人口は一貫して減少傾向で推移

しているものの、65 歳以上の老年人口は年々増加傾向で推移しており、少子高齢化が進行して

います。 

自然増減については、出生数が減少する一方、死亡数は増加しており、2006 年（平成18年）

年以降は死亡数が出生数を上回る自然減に転じています。合計特殊出生率は全国平均や北海道平

均を上回っているものの、国の長期ビジョンにおいて示されている国民希望出生率（1.80）や、

人口置換水準（2.10）には及んでいません。 

社会増減については、1998 年（平成 10年）以降、ほぼ一貫して転出者が転入者を上回る社

会減の状況になっています。 

移動先の面からみると、他の都道府県よりも、中標津町、釧路市、札幌市などの道内の他の市

町への移動が多く見られます。 

また、年齢階級別の移動状況からみると、大学等進学や就職によると推察される転出者が、大

学等卒業後の就職等による転入者（Ｕターン数）を上回っており、大学等卒業者にとって、羅臼

町における就業先が少ないと推察されます。 

就労及び産業の状況に関しては、羅臼町の就業者数としては、漁業が圧倒的に多く、全体の3

分の 1 程度を占めます。 

将来人口推計では、社人研推計によると、2015 年（平成27年）に5,415人であった人口

は 2065 年（令和 47 年）には1,126人まで減少すると見込まれ、国よりも急速なペースで人

口が減少すると推察されます。 

羅臼町の将来人口は、自然増減よりも社会増減の方が、影響力が高いと分析されるものの、人

口構造の高齢化を抑制する面からも、社会動態と自然動態の両面から対策を講じながら、互いの

効果を高めることが求められます。 
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（２）目指すべき将来の方向 

人口減少への対応としては、国の長期ビジョンが指摘するように、転出抑制と転入増加により、

人口規模の確保を図る方法と、出生率の向上により人口減少に歯止めをかける方法の二つの方向

性が考えられます。 

人口の現状分析を踏まえた場合、将来にわたって活力あるまちを維持するためには、安定的な

人口規模の確保と人口構造の若返りを図るとともに、人口減少に歯止めをかける必要があること

から、社会増・自然増に係る施策を同時並行かつ相乗的に進めることが重要です。 

こうしたことから人口の現状分析を踏まえ人口減少問題に取り組むため、目指すべき方向性と

して次の３点を掲げます。 

 

①  地域における安定した雇用の創出と地域の活性化 

2014 年度（平成 26 年度）に実施したまちづくりアンケートにおいては、地域産業の振興に

ついて力を注ぐべき分野として、７割程度の方が「漁業の振興」を上げており、漁業の振興とし

て重要なことでは「漁業資源の増養殖や資源管理の強化」や「観光と連携した漁業の振興」など

に多数の回答が寄せられています。 

また、今後の羅臼町の重要な産業である観光業に関しては、時期による「繁忙期」と「閑散期」

の差が大きく、通年での入込が難しい状況です。 

羅臼町における基幹産業である漁業のさらなる活性化を図るとともに、年間通して安定した観

光客を確保するなど、その他の産業分野の発展や新しい産業の創出を行い、安定した雇用の確保、

町民が望む就業の実現につなげていく必要があります。 

 

② 若い世代の就労、結婚・出産・子育ての希望の実現 

将来にわたり、安定した人口構造を維持していくためには、若い世代が安心して就労し、結婚・

妊娠・出産・子育ての希望を実現することが必要です。 

まちづくりアンケート調査においても、今後羅臼町に住みたくない理由として、「将来勤めた

い職場がない」と半数以上の中高生が回答しています。また、少子化対策、地域の子育て支援策

として重要なことでは、「急な病気にも対応できる医療サービスの充実」「子どもがのびのび遊べ

る施設整備」などの環境の整備に多数の回答が寄せられています。 

若い世代の希望が実現できるような、雇用・就労環境の確保や結婚・出産・子育て環境の整備

が重要です。 
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③ 魅力あるまちづくりと人口流出の抑制 

人口の減少に歯止めをかけるためには、結婚・出産・子育て支援などの自然動態に働きかける

施策とともに、転出の抑制、転入の促進を図る施策により社会動態における羅臼町からの人の流

出を防ぐことはもとより、人の流れを作り出すことが必要です。 

中学卒業後の進路としては、近年２～４割の方が町外へ進学しています。また、高校卒業後の

進路としては、町内へ就職する方は３割以下となっており、その他の方は町外への進学及び就業

をしている状況です。 

まちづくりアンケートにおいては、希望する羅臼町の将来像では、「医療、保健、福祉が充実し

たまち」「活気ある産業のまち」「多くの人が訪れる観光のまち」「美しい自然や景観に抱かれたま

ち」等の回答が多く見られました。 

羅臼町からの人の流出を防ぎ、人の流れを作るため、魅力あるまちづくりを推進し、その情報

を効果的に発信することにより、対外的な認知度や良好なイメージを高めるような施策を展開す

ることが重要です。 
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（３）人口の将来展望 

「目指すべき将来の方向」の実現に向け、町民をはじめ、幅広い分野の方々と連携し、人口減

少対策を進めていくために必要な人口の将来展望を示します。 

 

●合計特殊出生率の上昇 

近年の合計特殊出生率は、厚生労働省による統計開始以降、最低の 1.46 となっている

（P16 参照）。人口置換水準である2.10への回復は長期的に見ても難しいと考えられるこ

とから、緩やかな上昇により1.80 を目指すこととする。 

・2025 年（令和 7 年）まで1.72 へ上昇させる。 

・2030 年（令和 12 年）までに1.76 へ上昇させ、2040 年（令和 22年）まで維持。 

・2045 年（令和 27 年）までに 1.80へ上昇、その後 1.80 を維持。 

●人口移動の均衡 

   今後の少子化対策の充実強化はもとより、自然減・社会減対策を効果的かつ一体的に行う

ことで、2040 年（令和 22 年）には純移動率を０とし、人口 3,000 人以上を維持する。 

 

図 29 人口の将来展望 
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